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論 文 内 容 の 要 旨 
一、研究の目的 
日米などの諸先進国では中小企業に対する関心が高く、行政と民間が一体となって中小企業の発展と問題解
決に取り組むのは周知のことである。だが、中国では「改革・開放」政策が導入されて以来、大企業重視の政
策を取り続け、大企業の組織再建や経営改善を過大に強調する一方、中小企業に対する注目や研究が疎かにさ
れているようである。このため、日本においても、ハイアールのような中国有名大企業に関する考察研究が盛
んに紹介・研究されているが、中国の中小企業（中国企業全体の 99.8％）、特にその中でも郷鎮企業（中小企
業全体の90％強）に関する考察・研究がいまだ多くないのが現状である。 
 本論文の研究目的は、中国中小企業の全体としての発展状況、改革の現状と展望を考察した上で、その主役
である郷鎮企業に焦点をあて、その成長過程、経営特徴および制度改革の意義と方向を解明することである。 
 本研究の意義は以下のものになると考えられる。①中国中小企業全体としての発展状況と特性を究明するこ
と。②中国中小企業の主役である郷鎮企業の成長過程、経営特徴及び制度改革の意義を解明することにある。 
 考察研究方法：①既有文献・資料に基づくサーベー、考察と②代表的な中国郷鎮企業の事例調査・分析であ
る。 
 
二、論文の構成 
本論文は次のように構成される。 
第一章は、中国中小企業の概況特性を考察したものである。先ず、中国企業体制の変遷と企業形態構成を簡
単に紹介し、中国中小企業の歴史区分を明確する。そして、世界各国の中小企業の分類基準をレビューした上
で、中国中小企業の分類基準と特徴を考察した。次に中国中小企業の重要性とその理由を分析し、その発展政
策特徴を究明した。最後に中国中小企業の主要発展モデルを考察した。 
 第二章は、中国中小企業の改革と展望を考察したものである。先ず、中国中小企業の発展促進のメリットを
分析し、次に、中小企業改革の過程と構想を考察した。最後に中国中小企業改革の主要形態を考察したうえで、
その問題点を指摘し、改革の展望を試みた。 
 第三章は中国中小企業の主役である郷鎮企業の概況特性を考察したものである。先ず、郷鎮企業の概念を明
確にし、その意義と役割を分析した。次に、郷鎮企業発展の歴史区分を考察した。最後に、郷鎮企業の直面す
る課題を分析したうえで、その問題対策を検討した。 
 第四章は郷鎮企業の経営特性を考察したものである。先ず、郷鎮企業の経営資源的特徴を分析し、その経営
活動に共通する特徴を考察した。次に、郷鎮企業の所有形態を解明し、これに対応する主要経営モデルを考察
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した。最後に、郷鎮企業の形態別分配特徴を考察した。 
 第五章は郷鎮企業の成長特性を考察したものである。まず、企業成長研究の理論的枠組みを提示し、これに
より郷鎮企業の成長特性を分析した。次に、郷鎮企業の代表的な経営モデルの事例研究をした上で、総合的な
成長特性をまとめた。 
 第六章は郷鎮企業の制度改革とその行方を考察したものである。まず、郷鎮企業の成長要因を紹介し、その
制度環境の変化を考察した。次に、郷鎮企業の成長鈍化原因を分析し、改革の必要性を解明した。最後に郷鎮
企業改革の方向を考察した上で、その未来への展望を試みた。 
 終章では、本考察の結論的なまとめを試みた上で、今後の展望をしたものである。 
 
三、研究の結論 
本論文は、中国中小企業の全体としての発展状況特性（分類基準、発展状況、歴史区分、改革の現状と展望
など）を考察したうえで、その主役である郷鎮企業の成長過程、経営特徴および制度改革の意義と行方を明ら
かにしたものである。研究の結論として下記のようにまとめる。 
 中国現行の市場経済システムの中で、中小企業の大量存在は改革開放の成果であり、中小企業の成長は中国
経済の発展に大きな活力を提供するとともに、競争力の維持と全面的経済力の向上に大きな貢献をしている。 
 中国中小企業の分類基準については、下記のように提案する。①国際的慣行に一致させるため、定量基準に
雇用者数基準を付加する。中国の人口密集状況を考慮して、雇用者数500人から800人までを中型企業とし、
500人以下を小企業とする。②雇用者数・資産総額・販売収入の定量基準のうち、二項を満たしている場合は
中小企業とする。③非工業企業の区分規準を補充し、基準の適用範囲を拡大する。④企業規模それ自体が相対
的な概念であり、いかなる中小企業の区分基準も特定時期の具体的な状況に基づいて設定すべきであるから、
時間の推移とともに、一定の調整を必要とする。しかし、調整は頻繁化しすぎてはならない。 
 中国企業の大多数は中小企業であり、中国企業全体の約99％を占めている。中でも、郷鎮企業は中国中小企
業の主力グループを成し、その 90％以上を占める存在にある。中国中小企業の多くは労働集約型企業である。
中小企業は資源の比較優位に立脚しているから、競争的市場経済において比較的利益獲得力があり、より多く
社会的富を創造することができる。中小企業は大企業より多くの富を社会に提供しているため、経済成長と国
民生活水準の向上に大きな役割を担っている。 
 中国中小企業の発展特性は、歴史的な段階に分けられる。新中国における中小企業の発展過程は、大きく計
画経済期と改革開放期の二つ時期に分けることができる。計画経済期はさらに三つの段階に分けることができ
る。第一段階は建国初期と大規模社会主義改造の段階、第二の段階は「大躍進」と調整の段階、最後は「文化
大革命」の段階である。改革開放期は社会主義市場経済目標モデルの確立前と確立後の二つの段階に分けるこ
とができる。 
 中国中小企業の発展には、国土が広いため、中央政策があるにもかかわらず、自らさまざまな発展モデルが
形成されている。特に近年、民営経済に属する中小企業の多様な発展モデルが目立っている。特徴的なものと
して論じられるのは、温州モデル、蘇南モデル、珠江モデルと中関村モデルである。 
 中国中小企業にとって、当面必要とされる措置は、政府が中小企業のための融資体制を整備すること、関係
法律を制定し、法律を公正に施行させること、情報提供サービスを充実させること、などである。 
 中国中小企業は今改革の段階に入り、改革の形態は主に三つある。一つは国有を保持する改革；二つは国有
経済から撤退し非国有になる改革；三つは国家の法律・政策に基づいて、市場の主体としての資格を消滅させ
る改革である。 
 株式制・株式合作制・売却・破産・合併等の改革方式が現在の中小企業改革の主な方式である。これらの故
制は企業の「産権」制度の改革に及ぶものであるから、「産権」制度の改革こそが中小企業改革の突破口である
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というべきである。また、それは「産権」構造の調整を通して企業組織・経営責任・利益配分など多方面の制
度に関係し、中小企業の資産活用や新システムの導入、産業構造の優良化に重要な意義を有する。その他の方
式、例えば請負経営・賃貸・委託管理などは、一定の歴史的時期にそれなりの役割を果たしたが、「産権」制度
の改革にまでは及ばず、単に経営方式の変更をもたらしただけであったので、それらは段階的な改革の構成部
分をなす臨時的な対策であったといえる。 
 郷鎮企業は、「郷、鎮（村を含む）にある農村集団経済組織及び農民が主に投資し、農業援助義務を担う各種
の企業」である。郷鎮企業は中国中小企業の主体である。郷鎮企業は、農業、工業、商業、建設、運輸、サー
ビスなど多業種にわたっており、中国市場経済の進展とともに急速な発展を遂げ、農村部における工業生産を
飛躍的に拡大させ、農業生産を上回る規模までに発展しており、すでに全国有数の大企業も登場している。 
 中国経済において、郷鎮企業が重要な役割を果たしている。2002年末現在、郷鎮企業の総数は2,133万社を
超えており、中国GDP（国内総生産）総額の約３分の１、工業生産総額の半分近くを占めるまでになっている。
郷鎮企業での従業員数は約１億3，288万人で、農村労働力の４分の１以上を占め、農民の一人当たり純収入の
３分の１強を占めている。 
 郷鎮企業の歴史を考察してみると、郷鎮企業の発展は中国共産党の政策のゆえというよりは、むしろ自主権
を手にした農民たち自身の発意のよるものが大きく、その農民の創造的活動の軌跡をただ党中央が追認してい
たに過ぎないということがわかる。 
 郷鎮企業の急速な発展の原因としては、主に①競争的な市場環境、②低廉・豊富な労働力の存在、③経営の
自由度の高さなどが挙げられる。しかし、これと合わせて成長に伴う社会費用負担の増加や生産要素価格の上
昇といった発展の制約要因、そして劣悪な労働環境や公害、違法脱法行為など郷鎮企業が抱えている問題点多
く有る。そして、WTO加盟後の競争激化、人材不足、資金調達難、財産権不明確なども郷鎮企業の直面する課
題である。 
 郷鎮企業の諸問題を解決するには、以下の対策が求められている。つまり、企業制度の改革、政策の充実、
法律の整備などである。 
 企業の資産所有形態から見ると、郷鎮企業は集体（集団）所有制企業と私有（個人所有）制企業の二つの形
態に分類することができる。集体（集団）郷鎮企業は、郷（乃至鎮）に属する集体企業と村に属する集体企業
からなる。法律上、集体郷鎮企業の「産権」は農民の集体所有に帰属する。しかし、実際問題として、集体郷
鎮企業の経営権に直接関係するものは、所有権ではなく行政権である。つまり「産権」の所属が実際上不明瞭
である。私有（個人所有）制郷鏡企業は個人、家族または小グループに属する個人企業と私営企業からなる。
私有制郷鎮企業は「産権」が明確である。その特徴としては、企業の所有権と経営権が一致していることで、
企業主は企業所有者として「産権」の各種権能を一身に集中し、実質的な経営権を支配していることである。 
 郷鎮企業の成長特徴としては、以下のように纏められる。①郷鎮企業の存在形態が時代と共に進化してきた
ものである。②郷鎮企業は経営環境の変化に素早く適応する能力を有している。③中核的な郷鎮企業はそれぞ
れの業種の中から優良企業を選んで吸収・合併を行い、企業の競争力を強めていった。④多くの中小企業は進
んで大型郷鎮企業の系列に入り、激しい市場競争に適応しようとしている。⑤明晰な所有制度の確立は郷鎮企
業形態の進化または企業の吸収・合併の順調な展開を可能にする重要な要素である。⑥明晰な所有関係の下で、
インセンティブ・メカニズムが機能し、企業家は明白な経営目標を有することができ、企業の発展に責任を持
って経営活動を展開することができる。 
 郷鎮企業はその誕生以来、経営責任と利益請求権が曖昧な状態を維持しながら発展してきた。だが、政府シ
ステムの末端にある郷・鎮や村の行政は、地元企業に支援や保護を提供する余力が小さかった。ほとんどの郷
鎮企業は誕生と共にただちに厳しい競争に直面してきたため、財産権が曖昧であったにもかかわらず、改革初
期の売手市場の下では、国有企業と比較して一定な優位性を具えていた。 
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 しかし、国内市場が売手市場から買手市場に転換した1990年代には、郷鎮企業の制度的欠陥が表面化した。
厳しい市場競争のなかで企業が継続的に成長していくためには、財産権制度の変革が不可欠になってきた。そ
れは他でもなく、企業の財産権を行政から民間・個人に移転することである。 
 私有財産制度の中心的機能は、企業の意思決定に関わる当事者の責任が保証されること（responsibility＆
accountability）である。企業の財産権が確定されれば、経営の失敗とそれによる損失を他人や社会に押し付
けることは不可能になり、その企業の投資家と経営者は失策の影響を自ら蒙ることを余儀なくされる。一方、
適切な経営により利益を挙げた企業は、その利益を他者から侵害されることなく、自ら享受することができる。
これこそ市場経済制度の根底であり、市場競争のダイナミズムであると言える。 
 中国の社会構造に基づいて考えた場合、集団所有制の郷鎮企業のような公有企業の民営化の主眼は、すべて
の公有企業を活性化して競争力ある企業にすることではない。むしろ、企業の意思決定を政府の直接の介入・
支配から切り離し、独立させることこそ重要である。このため中国では、行政権力に制限を加えて私有財産権
を守る法システムの整備こそが、民営化の成功のための重要な要件となっている。 
 私有財産権を守る法システムの役割には、私企業や個人間の契約の保護と、政府の行政権の制限という二つ
の側面があると考えられる。これらのうち、行政権への制限はより重要である。行政活動が法律に沿う必要が
ないかぎり、私企業や個人間の契約を保護することも困難だからである。 
 現在、郷鎮企業には経営戦略・方針を調整しようとする新たな動向がみられる。第一は、国有大企業の豊富
な資金力と技術力による支援を得ようと、さまざまな方法で分業相手や提携関係の樹立を模索しようという新
たな動きである。第二は、これまでの「数量こそが効率化の要」という考え方から「品質こそが効率化の要」
という考え方への転換である。第三は、新興産業分野への進出である。新興産業には発展の将来性があるが、
これまでの郷鎮企業には力が及ばない分野であった。 
 総じていえば、郷鎮企業における改革と調整は、中国農村の工業化の将来に繋がっており、中国経済の持続
的な成長が実現可能かどうかに直接関わっている。中国にとってWTO加盟はチャンスでもあり挑戦でもあるが、
それは郷鎮企業が厳しい試練に直面することをも意味している。しかし、郷鎮企業は創業精神を堅持し、圧力
を動力に変え、改革と調整を強化し、新たな姿勢と意識を持って厳しい試練を受け入れさえすれば、再び輝か
しい新事物を創出し、中国の現代化に新たな１ページを加えることになるだろう。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
本論文は、社会主義市場経済化の申し子であり、中国4,100万社（全企業数の98％）の中小企業の約90％を
占め、GDPの３割、工業生産額の約半分、従業者１億3,300万人という巨大な生産力を擁する郷鎮企業に焦点
を当て、改革開放後の成長過程の分析を通じて、その経営特性、成長特性そして求められる制度改革の展望に
ついて論じたもので、最近の大企業中心の研究動向の中で、数少ない独創的な研究である。 
 本論文は、本文６章と序章および結章とから構成されている。第１、２章は、中国中小企業の経済的意義と
発達過程および現状について、そして第３章において、郷鎮企業の歴史的意義と経済的意義そして現在の課題
について、多くの資料をもとに詳細に論じられる。すなわち、「郷鎮企業」とは、「郷、鎮にある農村集団経済
組織及び農民が主に投資する、農業援助義務を担う各種の企業」（1996年「中華人民共和国郷鎮企業法」）のこ
とで、「人民公社」時代の「社隊企業」が1984年「郷鎮企業」として改組されることによって、その後の地域
的規制緩和）保護・育成政策とともに中国経済の重要な一翼を担うまでに発展を続けてきた企業形態である。
第４章では、郷鎮企業の経営特性が論じられる。まず、郷鎮企業の市場、資金源、経営者・労働者構成につい
て論じた後、郷鎮企業に共通する経営特性について、これを経営戦略、賃金水準、利益分配方式から論じる。
ここでは、資金・技術不足、人材不足から「模倣・追随主義」戦略を探る経営特性を明らかにしている。次に、
所有形態が相違する２つの典型的な経営モデルについて、主として雇用と分配システムという角度からそれら
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の経営特性を比較分析する。一つは、「私有制郷鎮企業」であり家内工業に基づく小商品生産と販売員チームの
形成とを特色とする「温州モデル」、いま一つは郷、鎮所有の「集体郷鎮企業」であり、重化学製品と繊維製品
生産を中心に都市企業との連合をはかる「蘇南モデル」である。第５章では、温州モデルに焦点を当て、小企
業から大企業にまで成長した５社について詳細な事例研究を行い、全国平均の３倍もの経済成長を実現した温
州市の成長特性について論じている。その結果、温州企業成長の本質は、私有制に基づく明確な責任体制の下
に、「温州商人」の企業家精神がいかんなく発揮されたことにあるとした上で、「実際、『温州モデル』は資本主
義経済そのものであり『蘇南モデル』と比べて普遍性のより高いものである」と結論づける。最後の第６章は、
国内外の企業競争と郷鎮企業の成長鈍化を背景に、近年問題となってきた郷鎮企業をめぐる制度的問題、すな
わち「株式合作制」およびその後の郷鎮企業の民営化について論じている。郷鎮企業の制度改革として導入さ
れた株式合作制は、平等の議決権と株式に応じた配分とを特色とする、株式会社と協同組合の折衷型の経営形
態であるが、結果としてこれは財産権制度における行政的支配に変化を与えることもなく、また実務的なトラ
ブルを伴うなど多くの問題点が指摘されてきた。こうして著者は、1990年代半ばより郷鎮企業民営化の流れが
特徴的になりつつあるとした上で、蘇南地域での郷鎮企業の民営化の事例を紹介する（民営化または株式合作
制に改組した企業は、2000年末には97％）。こうして、著者は「企業の意志決定を政府の直接の介入・支配か
ら切り離し、独立させることこそ重要である。このため中国では、行政権力に制限を加えて私有財産権を守る
法システムの整備こそが、民営化の成功のための重要な要件となっている」と結論づける。 
 以上が本論文の要旨であるが、本論文の評価されるべき点は、第１に、詳細な資料分析によって中国中小企
業の歴史的・経済的な意義についての広範な知見を提供するとともに、その中核的位置にある郷鎮企業が、現
代中国経済の現状と展望とを知る上での重要な柱であることを解明したことである。第２に、多くの事例研究
を通じて郷鎮企業の発達過程を経営的視点からモデル化し、一般化のための論点を議論したことであり、きわ
めて独創的意義を持つと評価できる。第３に、中国企業の制度改革の根本は、私有財産権の法的保護にあると
大胆に問題提起したことである。なお、本論文には、一部文章の繰り返しなどさらに推敲するべき点はあるが、
それが本論文の価値を引き下げるものではないことも確かである。また先行研究、論述の一貫性、日本語文章
レベルなども高い水準にあると判断できる。 
 以上審議の結果、審査委員会は、本論文が博士（グローバルビジネス）授与に値すると一致して判定した。 
